

 



















































































  

 

  

 

 

 

 





  

 

 

 





























   







 



  

 



 

  



 



 



  

 















 
   











  

 

  





 


















 



























 

 














































































 



































 










 


 


 






  




   
















   

 

  









 

   





    





 





































 









 






 






 

 









































































 

 

 

    

    

 

    









































〜

市県民税申告書の書きかた
住所欄等

４ 、５ 所得から差し 引かれる金額

収入がなかった人の記載欄

１ 収入金額等

２ 、３ 所得金額

６ 事業専従者に関する事項

７ 寄附金に関する事項

８ 給与所得及び公的年金等に係る所得以外の市民税・ 県民税の納税方法

９ 配当割額又は株式譲渡所得割額の控除に関する事項

10 株式等の配当・ 譲渡所得等の課税方法の選択（ 所得税と 異なる場合）

令和３ 年１ 月１ 日現在の住所及び現住所・ 氏名・ 生年月日・ 電話番号を記入し てく ださ い。 代
理人が申告さ れると きは、 代理人の氏名も記入し てく ださ い。

収入のなかった人は、 あてはまる項目に□ をし てく ださ い。 その他の理由による場合は、 できる
だけ具体的に記入し てく ださ い。

【 委任状について】

代理人が申告する場合
は裏面下部の委任状欄
に記載をお願いし ます。

収 入 金 額

必 要 経 費

営業等所得

農 業 所 得

不動産所得

利 子 所 得

配 当 所 得

給 与 所 得

雑 所 得

一 時 所 得

令和２ 年中に収入するこ と が確定し た金額です。 売掛金、 現物収入、 自家消費
し た商品、 雑収入、 未収家賃なども含みます。

あなたや生計を一にする配偶者、 その他の親族が災害や盗
難、 横領などにより 住宅や家財などに損害を受けた場合の控
除です。

あなたや生計を一にする配偶者その他の親族のために支払っ
た医療費が一定金額以上ある場合の控除です。
（ こ の控除を受ける場合は、 医療費控除の明細書を添付し てく ださ い。)

（ 支払った医療費の合計）
病院や医師に支払った診療費、 治療費、 入院費などの合計額です。

（ 補てんさ れる金額）
健康保険組合、 共済組合などから補てんを受ける療養費、 分娩費、 高額療養費な
どの給付金、 生命保険会社等から受ける入院給付金等や加害者から受ける補てん
金額の合計です。

セルフメ ディ ケーショ ン（ 医療費控除の特例）
従来の医療費控除と 併用はできません。選択する場合は「 １ 」を記入し てく ださ い。
（ スイッ チOTC医薬品の購入費用－補てんさ れる金額）－１ 万２千円＝控除額

小売業、 卸売業、 製造業、 飲食業、 サービス業、 漁業、 養殖業、 大工、 左官、 外
交員、 集金人、 日雇、 内職などの所得です。 （ 収入金額－必要経費）

農作物の生産、 果樹の栽培、 家畜の飼育などによる所得です。
（ 収入金額－必要経費）

アパート 、 貸家、 貸室、 貸事務所、 駐車場、 貸地などの所得です。
（ 収入金額－必要経費）

賞金、 懸賞当選金、 生命保険の満期返戻金などの所得です。 裏面にて計算し て、
表面のシ欄、 ⑩ 欄に記入し てく ださ い。

あなたと 生計を一にする配偶者や15歳以上の親族で、 あなたの仕事に従事し た期間が１ 年のう
ち６ カ月以上を超える人の給与を収入金額から控除すること ができます。 ただし 、 事業専従者
と し た者は、 配偶者控除、 配偶者特別控除、 扶養控除の対象と なり ません。

白色専従者の控除額は、 次のいずれか低い金額です。
１ ． 配偶者は86万円、 配偶者以外の親族は50万円
２ ． その事業に係る所得（ 事業所得、 不動産所得、 山林所得） ÷（ 専従者の数＋１ ）

令和２ 年中に市県民税における寄附金税額控除の対象と なる寄附をし た場合、 寄附金税額控除
を申告すること ができます。 所定欄に寄附先の名称及び寄附金額を記入し てく ださ い。

寄附先の自治体へワンスト ッ プ特例申請書を提出さ れた方が申告をし た場合、 または６ 団
体以上の自治体への寄附をさ れた場合は、 特例を受けられません。 このよう な方が寄附金
税額控除を受ける場合には、 申告書に記入し 、 寄附金証明書等を添付または提示する必要
があり ます。

給与所得者で給与所得及び公的年金等にかかる所得以外の所得がある場合に、 給与所得にかかる税額
と あわせて、 毎月の給与から市・ 県民税を差し 引く 方法（ 特別徴収） か、 給与所得以外の所得にかか
る税額のみ個人で納付する方法（ 普通徴収） の、 いずれかに□ をし てく ださ い。

特定配当等に係る所得金額、 特定株式等譲渡所得金額を総所得金額に含め、 配当割額又は株式譲渡所得
割額の控除を受けよう と する場合は、 その額を記入し てく ださ い。

所得税と 市・ 県民税と で株式等の配当・ 譲渡所得等の課税方法を変更さ れる場合は、 所得の種類と 金
額を記入し 、 市・ 県民税の課税方法に□ し てく ださ い。 「 ２ 」 の分離、 ⑤ 配当欄には記入し ないでく
ださ い。

株式の配当、 出資金の配当、 余剰金の分配などの所得です。
住民税が源泉徴収さ れている配当所得を申告する場合は、 配当割額控除額（ 源泉
徴収済の住民税額） を「 ９ 」 に記入し てく ださ い。

給与、 賞与、 賃金、 専従者給与などの所得です。
（ 収入金額は支払者ごと に記入し 、 その合計を収入金額合計欄に記入し ます。 ）
給与支払者の発行する源泉徴収票又は支払証明書を添付又は持参し てく ださ い。
日雇賃金等で源泉徴収票がないと きは、 申告書裏面の「 日給所得等の月別収入状
況」 欄に収入金額を記入し てく ださ い。

※給与所得の金額の計算は［ 別紙］1ページの「 給与所得控除後の金額の計算方法」
を参照し てく ださ い。

恩給、 公的年金、 生命保険年金（ 個人年金等） 、 郵便年金（ 互助年金等） 、 原稿
料、 講演料、 印税、 非営業貸金利子、 太陽光発電等による売電などの所得です。
公的年金等は支払者ごと に記入し てその合計額をキ欄に記入し てく ださ い。 業
務・ その他の雑所得は支払者、 収入金額、 必要経費を記入し てく ださ い。

※ 公的年金等に係る雑所得の算出は、［ 別紙］ １ ページの「 公的年金等に係る雑所
得の金額の計算方法」 を参照し てく ださ い。

公社債及び預貯金の利子で源泉分離課税を選択し なかった利子所得です。

令和２ 年中に収入を得るために要し た費用（ 商品原価、 雇人費、 事業用固定資
産等の地代・ 家賃、 修繕費、 減価償却費など） です。
家内労働者や外交員、 集金人その他特定の者に対し て継続的に役務の提供を行っ
ている人は、 上記必要経費の合計額が55万円以下であっ ても 、 特例と し て55万
円の必要経費が認めら れる場合があり ます。 （ 詳し く は、 市民税課にお問い合わ
せく ださ い。 ）

※総合譲渡、 分離譲渡、 山林所得等については、 市民税課又は税務署へお問い合わせく ださ い。

【 ふるさ と 納税ワンスト ッ プ特例を申請さ れた方へ】
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控除額

⑫
雑 損 控 除

⑬
医 療 費 控 除

【 別紙】
２ ページ参照

（ 医 療 費 の
合計－補て
んさ れる 金
額）
－1 0 万円

（ 所 得の合
計額が 200
万円までの
方は所得金
額の５ ％）

８ 万８ 千円
が上限

⑭

社会保険料控除

⑮
小規模企業共済等
掛 金 控 除

⑯
生命保険料控除

⑰
地震保険料控除

あなたや生計を一にする配偶者その他の親族が負担すること
になっ ている健康保険料、 国民健康保険料、 国民年金保険
料、 介護保険料であなたが支払ったり 、 あなたの給与から差
し 引かれたり し た保険料がある場合の控除です。

あなたが小規模企業共済法に規定さ れた共済契約や地方公共
団体が行う 心身障害者扶養共済制度に係る契約の掛金を支
払った場合の控除です。

新（ 旧）生命保険や介護医療保険、 新（ 旧）個人年金保険につい
て、 あなたが支払った保険料（ いわゆる契約者配当金を除く ）
がある場合の控除です。

損害保険契約等について、 あなたが支払った地震等損害部分
の保険料（ いわゆる契約者配当金を除く ） がある場合の控除
です。

婚姻歴の有無や性別にかかわらず、 現在配偶者がいない方あるいは
配偶者が生死不明などの方で、 総所得金額等が48万円以下の生計
を一にする子があり 、 かつ合計所得金額が500万円以下の方。

※ 事実婚状態は除きます。

あなたが学生、 生徒で給与所得等があり 、 かつ合計所得金額
が75万円以下で、 合計所得金額のう ち給与所得等（ 本人勤
労所得） 以外の所得が10万円以下の場合の控除です。

あなたや同一生計配偶者、 扶養親族が障害者や特別障害者である場合の控
除です。

あなたの合計所得金額が1,000 万円以下で生計を一にする配偶者（ 事
業専従者は除く ）の合計所得金額が 48 万円以下の場合の控除です。

あなたの合計所得金額が1,000万円以下で、 生計を一に
する配偶者の合計所得金額が48万円超133万円以下の場合
の控除です。

あなたと 生計を一にする配偶者以外の親族（ 事業専従者は除く ） で合計所
得金額が48万円以下の場合の控除です。

あなたの合計所得金額が 1,000 万円超で、生計を一にする配偶者（ 事業専従
者は除く ）の合計所得金額が48 万円以下の場合は「 １ 」を記入し てく ださ い。

年齢が16歳以上19歳未満の人、 もし く は23歳以上70歳未満の人
（ Ｈ 14.1.2～Ｈ 17.1.1、 Ｓ 26.1.2～Ｈ10.1.1に生まれた人）

心神喪失の常況にある人、 身体障害者手帳、 精神障害者保健福祉手
帳、 療育手帳、 戦傷病者手帳等を有し ている人など。

※右の（ 　 ）内は控除対象配偶者が70歳以上の人（ Ｓ 26.1.1以前に生まれた人）
です。

※ 配偶者控除と 配偶者特別控除を同時に受けること はできません。

※ 16歳未満の扶養親族（ Ｈ 17.1.2以後に生まれた人） も記入し てく ださ い。

障害者のう ち重度の精神障害者、 知的障害者と 判定さ れた人、 身体
障害者手帳１ 級または２ 級の人、 精神障害者保健福祉手帳１ 級の人
など。

※ 右の（ 　 ） 内は控除対象特別障害者が同居の場合です。

（ １ ） 夫と 離婚し た後、再婚し ていない方で、合計所得金額が 500 万
円以下であり 、 総所得金額等が 48 万円以下の子以外の扶養親族
のある方。

支払額

【 別紙】
２ ページ参照

26万円

（ 2） 夫と 死別し た後再婚し ていない方や夫が生死不明などの方で、
合計所得金額が 500 万円以下の方。

30万円

26万円

26万円

30万円
（ 53万円）

11万円～
33万円

（ 13万円～
38万円）

1万円～
33万円

15万円～
43万円

33万円

⑱
寡 婦
控 除

⑲
ひ と り 親
控 除

⑳
勤 労 学 生 控 除

障 害 者 控 除

普通障害者

特別障害者

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除

同一生計配偶者
（ 控除対象配偶者を除く 。）

扶 養 控 除

一 般 扶 養

年齢が19歳以上23歳未満の人
（ Ｈ 10.1.2～Ｈ 14.1.1に生まれた人）

45万円

38万円

45万円

特 定 扶 養

年齢が70歳以上の人
（ Ｓ 26.1.1以前に生まれた人）

老人扶養親族のう ち、 あなたや配偶者の直系尊属で、 あなたや配偶
者のいずれかと 同居し ている人

あなたの合計所得金額が2,500万円以下の場合の控除です。

老 人 扶 養

同居老親等
扶 養

22

21

23

24

基 礎 控 除
25

申　 　 　 告　 　 　 者 代理人（ 申告者に代わって手続きをする人）

住　 　 所

氏　 　 名

生年月日

委　 　 　 任　 　 　 状

㊞

明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令

年 　 月 　 日

住　 　 所

氏　 　 名

生年月日
明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令

年 　 月 　 日

施設等記載欄（ 施設等の従業員の場合は記載してく ださい）

所 在 地

名　 　 称

担当者名

私は上記の者を代理人と し 、 市民税・ 県民税申告の権限を委任し ます。鳥取市長　 様

　 　 　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日


